
（みやざき農業人材確保支援会議）
事業実施期間令和５年度

（宮崎県）

労働力確保が喫緊の課題の中、外国人材の確保に向けた取組を進めているが、農業現場における農業者や関係者の認識が薄く、外国人材の採用に躊躇している
状況が見られる上に、農繁期の偏る施設園芸や果樹等での周年雇用が難しい。また、外部からの確保を行うための住居等の整備が必要である。
そのため、農繁期に特定技能を産地間リレーで採用するため、県法人協会と嬬恋キャベツ振興事業協同組合、（株）ウィルテックで連携協定を締結し、農繁期
の異なる産地間人材リレーの実現に向けた取組や県内の農業者や関係機関等への外国人材の知識醸成に向けた研修会の開催、住居対策に向けた県営住宅のモデ
ル実証を行う。

宮崎県（事務局） 宮崎県農業会議
宮崎県農業協同組合中央会 宮崎県農業振興公社
宮崎県農業法人経営者協会 宮崎県農業再生協議会

令和５年度
農業労働力確保

支援事業

令和５年度取組み内容

事業実施主体構成員 実績値（目標値）

①本県で就労する特定技能外国人材数：480（536）
②外国人材を受け入れている法人数：141（215）

今年度の取組み内容

ア 労働力の需給状況の把握（地域の状況及び労働力提供可能な者の把握等）

・令和５年1月1日時点での県内の全農業法人を対象に、雇用人材に関する調査を実施。（対象：910法人）
342法人において人材不足であると回答があり、その人数の合計は、1,000名。
外国人材を採用している法人は、141法人。

・引き続き、令和６年1月1日時点での県内の全農業法人を対象に、雇用人材に関する調査を実施中。（対象：約950法人）

イ 産地内での労働力確保・育成

・当事業とは別で、県単事業を活用し、デイワーク等のアプリやおてつたび、タイミートラベル等の交流人材活用を推進。
・地域内の労働力については、短期就労向けのチラシを配布している。（バイトＤＥ農業）
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今年度の取組み内容

ウ 他産地・他産業との連携による労働力確保

県法人協会と嬬恋キャベツ振興事業協同組合と(株)ウィルテックによる産地間人材リレーにおける連携協定※の取組を基に、特定技能人材の産地間リレーの取
組を検証する。本県での人材受入れは、11月～3月の農繁期で実施し、年間30名程度の受入れで検証。その他の内容については、以下のとおり。

ア リレー人材の居住地：群馬県嬬恋村、長野県川上村 他
イ就労場所：県内農業法人６社（施設野菜、露地野菜、果樹、採卵鶏 等）
ウ 宿泊場所：賃貸アパート、法人宿舎
エ労働条件：8h/日（20～22日/月、5ヶ月間）
オ受入れ実績：42名

エ 労働力等のマッチング及びデータベース化

・法人協会のウェブ登録システムを活用したマッチングについては、次年度に導入予定。

オ 農業の「働き方改革」への取組

（外国人材活用セミナー）
・外国人材の基礎知識等の醸成に向け、12月、1月、2月に研修会を実施。
・講師は、外国人サポートの専門家であるNPOグローバルライフサポートセンターに委託し、外国人材の受入れに向けた基礎（在留資格、法令、受入れ事例
等）、外国人材のメンタルヘルスケア、外国人が学ぶ日本語、外国人との話し方について受講。
・参加者は、農業経営者、県（普及指導員含む）、市町村、ＪＡ等関係機関 等
・参加人数：1回目 159名（労務管理研修と合同実施）、2回目 64名、3回目 71名
・参加者のアンケート結果は、研修への満足度は高く、次年度以降も研修継続の希望がほとんどであった。

（公営住宅活用モデル実証）
・県営住宅の目的外使用による居住について、モデル実証を実施予定であったが、2月21日入居のため、本事業での取組は無し。
・次年度継続して実施する予定。

（先進地研修）
・他産地及び他産業での外国人材受入れについて研修を実施。あわせて、技能実習生の国内研修の状況も調査した。
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本事業取組みにおける成果項目 次年度以降の取組み内容
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農業労働力確保

支援事業

・引き続き、産地間リレーの実証及び外国人材確保に
向けた取組を実施。

・上半期では、本県から他産地へ移動する際の課題等
について検証。下半期は、本県での受入れについて
検証を行う。

・リレー産地について拡大を図るため、北関東エリア
を中心に調査・協議を行う。

・外国人材活用セミナーについては、継続して実施。
年３回程度の振り返り研修も行えるような研修会
を実施。

・公営住宅の活用に向けた実証を行う。特に、住居か
ら会社までの送迎や住民との連携について検証を行
う。

・冬春作型主体の取組であることから、現在事業実
施中であり、人材リレーの効果検証等はとりまと
め中である。

・外国人材に特化した研修会を実施したことで、支
援する関係者内での知識醸成や意識改革に繋がっ
た。特に、市町村の職員にその意識が強く見られ
たことからも、各地域での多文化共生や公営住宅
活用を見据えた展開が期待できる。

・本県での産地間人材リレーの情報を基に、産地間
人材リレーの取組拡充を求める声が多く上がって
いる。
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